
激動の国際情勢下での水素社会の実現に向けた 
一層の取組強化を求める緊急声明 

 
今般の中東をはじめとする国際情勢の不確実性が高まる中、我が国の

エネルギー安全保障を強化することは、国家的な最重要課題となってい
る。とりわけ、国産の再生可能エネルギーを活かした燃料の国内生産を
通じて、海外依存度の高いエネルギー構造見直しに寄与するとともに、
内外の供給源の多様化を通じて安定供給の持続的な確保にも貢献できる
水素・アンモニアの危機管理面からの重要性が高まっている。 

また、水素・アンモニアは、国産のエネルギーとしてエネルギー安全
保障の強化に貢献するだけでなく、カーボンニュートラルを実現するた
めのキーテクノロジーとして、更には国の次世代産業の柱となるポテン
シャルを有しており、発電・輸送・工業など幅広い産業分野での活用が
期待されている。 

これまで国においては、2023 年度から 10 年間で 20 兆円規模となる
GX 経済移行債を活用するとして、水素社会推進法に基づく価格差支援
や拠点整備支援、燃料電池商用車の導入促進に関する重点地域などの施
策を講じている。 

我々自治体としても、地域の事業者への支援に加え、各首長のリーダ
ーシップのもと、ガバメントニーズである乗用車やバス、塵芥車などの
燃料電池車両導入や地産地消での水素製造に自ら取り組むなど、公共部
門における水素の需要と供給の創出に努めているところである。 

一方、事業者においても、燃料電池商用車の導入や水素ステーション
の新規整備、モノづくり現場での燃料転換設備の導入など、水素・アン
モニアへの投資を進めようとしている。 

しかしながら、不透明感が増す経済環境下において、依然として投資
がなかなかされず、大規模な需要の創出が進んでいない。 

加えて、我が国の再生可能エネルギーコストが高いために、こうした
エネルギーを活かした水素供給コストは諸外国に比べて高止まりしてい
る状況にある。 

このままでは関係者の努力にも関わらず、政府が掲げる 2030 年の水
素供給コスト目標である 30 円/N ㎥の実現は、困難な状況にあると言わ
ざるを得ない。 
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ついては、現下の情勢をエネルギーの構造転換を進める契機と捉え、

産業界と政府が一体となって、官民で推進する「水素大動脈構想」の動
きも踏まえながら、今後さらに、国、自治体、事業者、地域が一体とな
り、水素・アンモニアの大規模なサプライチェーン構築を進め、エネル
ギー安全保障の強化及びメイド・イン・ジャパンの水素関連製品の世界
市場シェア拡大を図るとともに、脱炭素化を強力に推進するため、以下
のとおり要請する。 
 
１．GX 経済移行債の水素・アンモニア施策への割り当ての拡充。また

2033 年度以降も GX 経済移行債の延長を図り、水素価格低減に向
け、事業者各位が安心して投資できる環境及び支援体制の構築 

２．国で創設を検討されている「危機管理投資」・「成長投資」を促進す
る「新たな投資枠」において、海外市場も見据えた水素・アンモニア
施策への十分な割り当て 

３．水素・アンモニアの社会実装を着実に前進させるため、研究開発、
需要創出、国際展開を更に加速させる「水素大動脈構想」をはじめと
した、自治体と産業界が連携する取組への重点的支援 

４．国産技術・製品や地域資源を活用した水素・アンモニアの大規模かつ
内陸地域も含めた広域的なサプライチェーン構築への支援拡充 

５．燃料電池商用車の幹線道路等での集中的導入に向けた野心的な目標
を掲げる自治体の取組への財政的支援の大胆な強化及び導入事業者の
インセンティブとなる施策の展開 
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